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第1章 発達障がい者支援指針 

 

１ 発達障がいとは 

「発達障害者支援法」において、発達障がいは「自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性

発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害その他これに類する脳機能障害であってその症状が

通常低年齢において発現するもの」と定義されました。 

  発達障がいは、脳機能の障がいと考えられており、この障がいの特性を持つ方は決して稀な

存在ではなく、身近にいることが分かっています。 

  発達障がいの現れ方は、一人ひとり異なり、また周りの人から見るとそれが障がいであるこ

とが分かりにくいことから、正しく理解されにくいという課題があります。 

  できるだけ早い時期から、周囲がその人の特性について正しく理解し、適切な支援を開始す

るとともに、ライフステージに応じた一貫した継続的な支援が必要です。 

 

参考：厚生労働省「発達障がいの理解のために」
「みんなのメンタルヘルス総合サイト」

発達障がい者支援の考え方

注意欠如多動性障がい ＡＤＨＤ
・不注意
・多動・多弁
・衝動的に行動する

学習障がい ＬＤ

・「読む」「書く」「計算する」な
どで苦手なことがある

広汎性発達障がい ＰＤＤ
（自閉スペクトラム症 ＡＳＤ）

乳幼児期から成人期までのライフステージに応じた一貫した発達障がい者支援体制

正しい理解 と 適切な支援

気づき 相談・診断

特性の理解
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・対人関係・社会性の障がい
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遅れを伴う
こともある

小中学校通常学級に在籍する
発達障がいの可能性のある児童生徒（６.５％）

（平成24年 文部科学省）
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２ 経過 

（１）法制度 

従来、「障がい」の定義は、「身体障がい」「知的障がい」「精神障がい」の３分類に基づいて

きたため、そのいずれにも分類されない「発達障がい」のある人への支援は、制度の谷間にお

かれてきました。しかし、平成 17 年４月に施行された「発達障害者支援法」により、「発達

障がい」について定義されるとともに、支援の必要性が明らかにされ、発達障がいのある人へ

の支援が大きく前進するきっかけになりました。この法律では、生活全般にわたる支援によ

り、発達障がいのある人の自立と社会参加を促進するため、早期発見、早期支援についての

国及び地方公共団体の責務を明らかにするとともに、学校教育における支援、就労や地域生

活等に関する支援、家族に対する支援、発達障がい者支援センターの設置などが定められま

した。 

教育の分野においても、従前の「特殊教育」では、障がいの種類や程度に応じて盲・聾・養

護学校や特殊学級といった特別な場での指導を行うことにより、手厚くきめ細かい教育を行

うことに重点が置かれてきました。こういった中、平成 17年の中央教育審議会の答申などを

経て、平成 19年４月、学校教育法に「特別支援教育」の推進が位置付けられました。これは、

障がいのある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取り組みを支援するという視

点に立ち、一人ひとりの教育ニーズを把握し、持てる力を高め、生活や学習上の困難の改善・

克服するための適切な指導・支援を行うものです。ＬＤ、ＡＤＨＤ、高機能自閉症等の児童生

徒への支援は従前から大きな課題でしたが、「特殊教育」では支援の対象となっていなかった

これら発達障がいのある児童生徒も含め、特別な支援を必要とする全ての幼児児童生徒が支

援の対象と位置付けられました。 
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また、特別支援教育の推進に関し、国レベルでは、中央教育審議会初等中等教育分科会よ

り「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進

（報告）」（平成 24年７月）、さらには、「障害者差別解消法」の成立（平成 25 年６月）や「障

害者の権利に関する条約」の発効(平成 26年２月)等、大きく動いており、本市が長きにわた

り推進してきた「共に学び、共に育ち、共に生きる」ことを推進する教育の今後一層の取組の

深化・充実が求められているところです。 

福祉サービスの面でも、平成 22 年に公布された「障害者制度改革推進本部等における検討

を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間において障害者等の地域生活を支援するため

の関係法律の整備に関する法律」により、現在の「障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律」における各種障がい福祉サービスについても発達障がいのある人が

利用対象と明確に位置付けられるなど、支援の充実が図られました。さらには、「障害者基本

法」における「障がい者」の定義においても、「発達障がい」は本則ではなく附帯事項として

位置付けられていましたが、平成 23 年７月の改正において、「障がい」の定義の中に「発達

障がい」が明確に位置づけられるなど、「発達障がい」や「発達障がいのある人への支援」に

ついて、法制度の整備に合わせて、社会的な関心と認識が高まりを見せてきました。 

さらに、発達障害者支援法の施行から 10 年が経過するなかで、乳幼児期から成人期まで切

れ目のない支援、発達障がいのある本人だけでなく、家族なども含めた支援、及び、地域の身

近な場所で受けられる支援など、時代の変化に対応したよりきめ細かな支援が求められるよ

うになりました。 

こうした状況を鑑み、平成28年８月に発達障がいのある人の支援の一層の充実を図るため、

発達障害者支援法が法律の全般にわたって改正されました。 

この改正により、医療、福祉、教育、就労等の各分野の関係機関が相互に連携し、一人一人

の発達障がいのある人に「切れ目のない」支援を実施することと示されました。 

また、教育、就労の支援、司法手続における配慮、発達障がいのある人の家族等への支援な 

どの規定の改正を通じて、地域の関係者が課題を共有して連携し、地域における支援体制を 

構築することを目指すとともに、身近な場所で必要な支援を受けられるように配慮すること 

が定められました。 
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（２）本市施策 

本市では、平成 17 年４月の「発達障害者支援法」の施行を機に、平成 18 年１月に「大阪

市発達障がい者支援センター（エルムおおさか）」を開設しました。 

発達障がい者支援センター（エルムおおさか）では、発達障がいのある人やその家族に対

し、発達障がいに関する各般の問題について、専門的な相談支援や就労に向けた支援を行う

とともに、発達障がいに関する啓発・研修や関係機関・事業所への機関支援を実施していま

す。 

しかしながら、発達障がいのある人への支援は、保健・医療・福祉、教育・保育、労働など

多分野に及び、専門的な知識も必要であるため、発達障がいへの理解に基づいた支援ができ

る支援者等が未だ十分とはいえる状況にないため、発達障がいの理解促進と支援手法のより

一層の普及が求められています。 

これらの活動とともに、市内部の関係部局に加え、外部委員の参画もいただき「大阪市発

達障がい者支援体制整備委員会」を設置し（平成 20 年度からは「大阪市発達障がい者企画・

推進委員会」に改組）、発達障がいのある人への支援、支援センターでの支援についての課題

整理や検討を行ってきました。 
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一方、市政改革の取り組みの一環として施策の選択と集中に取り組む中、平成25年度から、

真に支援が必要な人への施策の充実の一つとして、発達障がいのある人への支援の充実を図

ることとなり、乳幼児期から成人期まで、それぞれのライフステージを通じた一貫した支援

体制の構築を目指し、 

① 関係部局の横断的連携による施策の推進を図るため「発達障がい者支援室」を設置する

とともに、発達障がいについての理解や適切な支援の普及のための地域サポート体制の

強化 

② 早期発見から早期支援につなげるための乳幼児発達相談体制の強化 

③ 発達障がいのある児童のための専門療育機関の設置 

④ 教育における支援体制の強化       

等、について取組強化を行ってきました。 

また、従前設置していた「大阪市発達障がい者企画・推進委員会」を「大阪市障がい者施策

推進協議会」の部会である「大阪市発達障がい者支援部会」として位置付け、外部委員からの

意見を積極的に取り入れるとともに、取組内容の評価・検証を行っております。 

なお、当部会は平成 28年の発達障害者支援法の改正により、各都道府県・指定都市に設置

可能と示された「発達障害者支援地域協議会」としての位置付けも有しています。 

今後もご家族等を含めた当事者や学識の方などのご意見を十分踏まえ、一層の施策の推進

に取り組んでいきます。 
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３ 基本方針 

  発達障がいのある人が、本人の意思ができる限り尊重され、地域で安心して自分らしく自立

した生活を送ることができるよう、発達障がいについての正しい理解と適切な支援の普及を図

るとともに、保健・医療・福祉、教育・保育、労働などの各分野が連携し、乳幼児期から成人期

までの各ライフステージに対応した一貫した支援体制の構築を目指します。 

 

４ 取組の柱と指針 

（１）早期発見から早期発達支援へ 

   発達障がいのある児童（発達障がいの疑いのある児童を含む。）をできるだけ早期に発見し、

家族も含めて、特性に応じた適切な支援を早期に受けることができるよう取り組みます。 

 

（２）学齢期の支援の充実 

   発達障がいのある児童生徒が、教育・医療・福祉など関係機関の連携のもとに、一貫性のあ

る適切な支援を受け、学習をはじめとしたライフスキルの基礎を身につけることができるよ

う取り組みます。 

 

（３）成人期の支援の充実 

   発達障がいのある人が地域で安心して自分らしく自立した生活を送ることができるよう、

就業・生活の支援に取り組みます。 

 

（４）家族に対する支援の充実 

   発達障がいのある人の支援にあたっては、保護者、きょうだいなどの家族を含めた支援の

必要性を踏まえて取り組みます。 

 

（５）地域の相談支援の充実 

   発達障がいのある人が地域で正しい理解と適切な支援が得られるよう、地域の関係機関・

事業所への啓発・研修・機関支援に取り組みます。 

 

（６）支援の引継ぎのための取組 

   発達障がいのある人が、その人の特性に応じた適切な支援を一貫して受けることができる

よう、支援の引継ぎに取り組みます。 

 

（７）市民への啓発 

   発達障がいのある人が地域で正しい理解と適切な支援が得られるよう、市民への啓発に取

り組みます。 
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【 】

① 乳幼児健診等の充実
・健診従事者への研修の実施
・乳幼児発達相談体制の強化
・4・5歳児発達相談

② 発達支援の充実
・発達障がい児専門療育
・発達障がい基礎講座（親支援講座）
・保護者向けソーシャルスキル講座（親支援講座）
・ペアレント・トレーニング（親支援講座）
・啓発ＤＶＤの配信

③ 教育・保育の充実（幼稚園・保育所・認定こども園等）
・幼稚園教諭・保育士等に対する研修の実施
・発達障がい児等特別支援教育相談事業
・民間保育園等発達障がい児等相談事業
・特別支援保育巡回指導講師派遣事業
・保育所等における発達支援プログラムの活用

① 特別支援教育の充実
・巡回指導体制の強化
・特別支援教育サポーターの配置
・発達障がいに関する教員向け研修
・啓発資料の活用

② 発達支援の充実（再掲）（１②参照）

③ 自立支援の充実
・児童養護施設等での発達障がい児自立支援事業
・キャリア教育支援

① 自立支援の充実

・発達障がい者支援センター（エルムおおさか）による発達支援
② 就労支援の充実

・発達障がい者支援センター（エルムおおさか）による就労支援
・発達障がい者就業支援コーディネーターの配置
・発達障がい者就労支援の充実

・ペアレント・トレーニング等の親支援講座の実施
・ペアレント・メンター（ピア・カウンセリング）事業の実施

・発達障がい者支援センター（エルムおおさか）による相談支援等

・発達障がい者支援マップ

・発達ノート
・情報共有ツール（サポートブック）

・サポートブック作成支援

・「世界自閉症啓発デー」・「発達障がい啓発週間」普及啓発活動
・

取組の柱 、 具体的取組

１　早期発見から早期発達支援へ

【 基本理念】 【 基本方針 】

７　市民への啓発

発達障がい者支援センター（エルムおおさか）による
地域サポート体制の強化
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２　学齢期の支援の充実

３　成人期の支援の充実

４　家族に対する支援の充実

５　地域の相談支援の充実

・発達障がい者支援センター（エルムおおさか）による
地域サポート体制の強化

６　支援の引継ぎのための取組

（※）大阪市障がい者支援計画

・障がい福祉計画における

基本理念


